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趣旨 

競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成18年法律第51号。以下「法」とい

う。）に基づく競争の導入による公共サービスの改革については、公共サービスによる利益を享

受する国民の立場に立って、公共サービスの全般について不断の見直しを行い、その実施につい

て、透明かつ公正な競争の下で民間事業者の創意と工夫を適切に反映させることにより、国民の

ため、より良質かつ低廉な公共サービスを実現することを目指すものであります。 

上記を踏まえ、独立行政法人国際協力機構（以下「機構」という。）は、公共サービス改革基

本方針（令和4年7月5日閣議決定）別表において民間競争入札の対象として選定された「北海道セ

ンター（札幌）の建物管理・運営業務」（以下「本業務」という。）について、公共サービス改

革基本方針に従って、本実施要項を定めました。 

 

 

第１章．本業務の詳細な内容及びその実施に当たり確保されるべき業務の質に関する事項 

 

１．対象施設の概要 

（１）名称：独立行政法人国際協力機構 北海道センター（札幌） 

（２）設置経緯・目的：  

JICAは全国 15カ所に国内機関を設置しており、所掌する地域の地方公共団体、民間企業、大

学その他団体等との連絡や連携、青年海外協力隊等のボランティアの募集や相談、日本国政府の

政府開発援助（ODA）によって来日した外国人の研修に係る業務等を行っています。 

北海道においては、1974年の JICA設立時から札幌市に事務所を有し、1996年に宿泊施設を伴

う研修所を北海道の支援により札幌市と帯広市の 2 カ所に開設した（以下、「JICA 北海道（札

幌）」、「JICA 北海道（帯広）」という。）。現在は、JICA 北海道（札幌）が北海道における業務を

統括し、道東での業務を JICA北海道（帯広）が、それ以外の地域を JICA北海道（札幌）が所掌

しています。 

JICAの国内機関は、地域と開発途上国の結節点と位置付けられており、「地方創生」への寄与

が期待されています。JICA北海道（札幌）は、従来の研修・宿泊施設としての機能に加え、北海

道が歴史的に培ってきた世界に共有すべき経験・アイデアを北海道民との協働によって、世界に

発信する場を形成すること、及び一般国民の国際協力に対する関心を深め、国際協力活動に取り

組む際の拠点となることを目指しています。 

（３）所在地：  北海道札幌市白石区本通 16丁目南 4-25 

（４）敷地面積： 8,265.37㎡ 

（５）建物延床面積： 7,983.17㎡ 

（６）構造・規模： 鉄筋コンクリート、一部鉄骨造 

高層棟（地下 1階、地上 5階、屋上塔屋） 

（1階）JICA事務室、健康相談室、フロント、ロビー、応接室等 

（2階）セミナールーム 9室、オリエンテーションルーム、パソコンルーム、研修監理員 

及び講師控室等 

 （3-5階）宿泊室 96室（シングル 94室、ツイン 2室）98ベッド 

 （地下 1階）空調機械室、電気機械室、衛生機械室、ドライルーム等 
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低層棟（地上 2階） 

（1階）地球ひろば、企画展示スペース、レストラン等 

 （2階）会議室 2室、ブリーフィングルーム等 

駐車場、中庭 

（７）休館日：  なし 

（８）JICA事務所の業務日： 

土曜日、日曜日、国民の祝日に関する法律に定める休日、年末年始（12月 29日から 1月 3日

まで）を除く毎日（以下「平日」という。また平日以外の日を「休日」という。）。 

 

２．業務の対象と業務内容 

JICA北海道（札幌）の施設利用者がより快適な施設利用をできるよう、建物・設備及び外構等

の性能を常時適切な状態に維持管理すると共に、適切な運営を行うことを目的とし、次の（１）

～（１１）の各業務（以下、「各業務」という。）を行います。 

なお、発注者が求める仕様は、本紙及び別紙に特別の記載がない限り、国土交通省大臣官房官

庁営繕部「建築保全業務共通仕様書令和５年版」（以下、「共通仕様書」という。）のとおりです。 

 

（１）総括業務 

a.業務の概要 

委託された全業務の統括業務。 

b.業務の内容 

別紙９のとおり。 

（２）フロント業務 

a.業務の概要 

施設の全ての来館者の受付・宿泊に関する業務。 

b.業務の内容 

別紙１０のとおり。 

（３）設備管理業務 

a.業務の概要 

施設の設備管理及び運用。 

b.業務の内容 

別紙１１のとおり。 

（４）会議室等設営業務 

a.業務の概要 

会議室等（会議室、セミナールーム他）設営業務。 

b.業務の内容 

別紙１２のとおり。 

（５）清掃業務 

a.業務の概要 

施設内外・客室の清掃業務。 

b.業務の内容 

別紙１３のとおり。 
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（６）リネン類等サプライサービス及びその他備品に係るクリーニング業務 

a.業務の概要 

リネン類等サプライサービス及びその他備品に係るクリーニング業務。 

b.業務の内容 

別紙１４のとおり。 

（７）警備業務 

a.業務の概要 

施設の保安警備。 

b.業務の内容 

別紙１５のとおり。 

（８）レストラン運営業務 

a.業務の概要 

レストラン運営業務。 

b.業務の内容 

別紙１６のとおり。 

（９）植栽管理業務 

a.業務の概要 

施設の植栽管理業務。 

b.業務の内容 

別紙１７のとおり。 

（１０）情報通信技術（ICT）ヘルプデスク業務 

a.業務の概要 

施設内の OA機器、コンピューター及び付属機器の利用方法等の習熟及び利用者からの 

不具合等の問い合わせ対応。施設内に設置するパソコン更新時の仕様検討支援、ソフ

トウェアやアプリケーション等の定期アップデート、施設に適合した ICT 環境整備・

運営のための支援及び提案。 

b.業務の内容 

別紙１８のとおり。 

（１１）除排雪業務 

a.業務の概要 

構内駐車場及び出入り口指定部分の除雪及び排雪業務。 

b.業務の内容 

別紙１９のとおり。 

 

また、本業務を実施するに当たっては、以下の観点から、受注者の創意工夫を反映し、公共サ

ービスの質の向上（包括的な質の向上、効率化の向上、経費の削減等）に努めるものとします。

なお、提案に当たっては、本業務を当機構と共に実施するパートナーとして、機構からの指摘を

待つことなく自律的に取り組むことが求められます。 

 

（１）本業務の実施全般に対する提案 

 受注者は、当機構との協議により定める形式に従い、本業務の実施全般に係る質の向上の観



4 

 

点から取り組むべき事項等の提案を行ってください。 

（２）事業内容に対する改善提案 

 受注者は、当機構との協議により定める形式に従い、事業内容に対して、改善すべき提案 

（コスト削減に係る提案を含む。）がある場合は、具体的な方法等を示すとともに、従来の実

施状況とサービスの提供内容が同等以上の質が確保できる根拠等を提案を行ってください。 

 

３．業務期間開始前及び終了時の引継方法 

（１）本業務の契約期間が開始する２週間前までに、本業務を行っている者から、本業務を引き継

ぐものに対して、実地研修を含む少なくとも２週間以上の引継ぎを受けて下さい。また、業務

開始時の引継ぎ体制につき技術提案書に提案することとします。当該引継ぎに要する費用は引

継ぎを受ける事業者の負担とし、業務を円滑に実施するための知識（各業務のフロー、運用規

則等の理解）の移転が終了するまで行ってください。なお、契約期間開始前に業務を行ってい

た者が引き続きその業務を行うこととなる場合には、この限りではありません。 

（２）本業務の契約期間が終了する際、本業務を引継ぐ者に対し、次期委託業務開始の２週間前ま

でに実地研修を含む少なくとも２週間以上の引継ぎを行うこととします。当該引継ぎに要する

費用は引継ぎを受ける事業者の負担とし、本業務を引継ぐ者が決定後１カ月以内に引継ぎを開

始して、業務を円滑に実施するための知識（各業務のフロー、運用規則等の理解）の移転が終

了するまで行うものとします。なお、契約期間開始前に業務を行っていた者が引き続きその業

務を行うこととなる場合には、この限りではありません。 

（３）本業務の契約期間が終了する際、本業務の遂行に当たり使用した設備・備品等については、

原状回復をした上で発注者に引き渡してください。また、受注者が本業務に供するために持ち

込んだ設備・備品等については、すべて受注者の負担で撤去してください 

（４）本業務の契約期間が終了する際、発注者が提供した情報については、書類や電子データ等媒

体の種類に関わらず、すべて発注者に返却するか適正に破棄してください。また、受注者が本

業の遂行に当たり収集した情報及び本実施要項において作成が義務づけられている書類又は

電子媒体については、すべて発注者に無償で引き渡してください。 

 

４．業務実施上の留意事項 

（１）業務に対して各部門が密に連携を取り、発注者への報告・連絡・相談を励行し、 JICA北海

道（札幌）の質の向上及び経費削減の観点から取組むべき事項に対して積極的な提案を行って

ください。 

（２）施設利用者は、①宿泊者（技術研修のため開発途上諸国から来日し、宿泊する研修員）②来

館者（業務関係者、ほっかいどう地球ひろば見学者、レストラン利用者）、③勤務者（JICA職

員等）に大別されます。受注者は業務履行にあたり、各施設利用者が満足感・安心感をもって

利用目的を遂行できるよう支援を行って下さい。 

（３）外国人研修員は、開発途上国の将来の発展を担う重要な人材です。受注者一人一人は研修員

に最も身近な日本人として映ることから、日本の印象をよくするための行動、立ち振る舞いに

留意して下さい。 

（４）JICA北海道（札幌）の業務は、当機構と各団体・企業の間で締結されたさまざまな契約に基

づき実施されることから、受注者の業務履行にあたっては、これら諸契約の受注者との関係を

理解した上で、権限の範囲内で発注者の代理人として接し、諸契約が円滑に行われるよう協力
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して下さい。 

（５）各業務の実施に当たっては、利用者等の安全確保を第一に優先するとともに、サービスの向

上について十分配慮して下さい。また、法令の遵守を徹底するとともに、善良なる管理者の注

意をもって管理物件を管理して下さい。 

（６）施設の維持管理は予防保全を基本として下さい。 

（７）建築物（附帯設備含む）が有する性能を保ち、財産価値の確保を図って下さい。 

（８）設備機器の故障等に起因するサービスの中断等のリスク低減に努め、故障等の際は、早急な

回復に努めて下さい。 

（９）施設管理に関する運用・維持管理・補修にかかる生涯費用（ライフサイクルコスト）の削減

に努めて下さい。 

（１０）省資源、省エネルギーに努めて下さい。 

（１１）環境汚染等の発生防止に努めて下さい。 

（１２）施設の維持管理に係る関連法令等の情報収集に努め、法令・規則等の変更等があった場合

には発注者に知らせて下さい。 

（１３）施設の老朽化に対応するために数か月間にわたる工事等が発生や、中長期計画の変更によ

り、業務量等の変更が見込まれる場合は、契約内容の変更があり得ます。中長期の施設整備計

画は別紙２３を参照ください。 

（１４）研修員及び一般利用者の宿泊者数が、複数か月にわたって著しく僅少となる場合は、契約

条件の見直しについて発注者・受注者間で協議して下さい。 

 

５．サービスの質の設定 

本業務の実施に当たり達成すべき質及び最低限満たすべき水準は以下のとおりとします。 

 

（１）本業務の包括的な質 

  本業務を通じて包括的に達成すべき質は、施設利用者の快適な施設利用を可能とするととも

に、施設における公共サービスの円滑な実施を可能とすることであり、具体的には以下のとお

りとします。  

① 応対サービス・施設快適性の確保 

発注者が JICA 北海道（札幌）の施設利用者（研修員の他宿泊者及び来館者）、レスト

ラン利用者（一般利用者）に対して実施するアンケート（別紙７）で、本業務に関する

部分の有効回答のうち、以下に示す基準の評価を得ることです。なお、以下に示す基

準を達成できなかった項目については、発注者と協議し、サービスの改善に向けた具

体的な方策を検討してください。 

a. JICA研修員を含む宿泊者に対して実施するアンケート 

b. センター利用者に実施するアンケート 

  「大変良い」「良い」の回答が 75%以上 

c. レストラン利用者に対して実施するアンケート 

  「満足」「やや満足」「ふつう」の回答が 75%以上 

 

② 業務継続の確保 

a. 平常時 
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本業務の不備に起因する空調停止、停電、断水が発生しないこと。（0回） 

本業務の不備に起因する当施設における事業及び執務の中断がないこと。（0回） 

b. 緊急時 

大地震・火災等の緊急事態が発生し、発注者がその業務の一部又は全部を停止した

場合において、当施設が機能を復旧する過程で、本業務の不備に起因した復旧の遅

れが無いこと。（0回） 

 

③ 安全の確保 

本業務の不備に起因した人身事故又は物損事故の発生が無いこと。（0回） 

 

（２）各業務において確保すべき水準 

各業務において確保すべき水準については、別紙９～１９において定める各業務の内容を確

保することとします。なお、各業務については、技術提案書で改善提案を行うことができます。 

 

（３）創意工夫の発揮 

本業務を実施するにあたっては、以下の観点から受注者の創意工夫を反映し、本業務の質の

向上（包括的な質の向上、効率性の向上）及び経費の削減等に努めるものとします。 

 

① 本業務の実施全般に対する改善提案 

受注者は、本業務の実施全般に係る質の向上及び経費削減の観点から取組むべき事項

の改善提案を行うことができます。その際、具体的な方法や手順を示すとともに、現行

基準レベルの質が確保できる根拠等を技術提案書に明示することとします。 

 

② 各業務に関する改善提案 

受注者は、本業務における各業務に係る質の向上及び経費削減の観点から取組むべき

事項の改善提案を行うことができます。その際、質の向上に向けた具体的な方法を示

すとともに、現行基準レベルの質が確保できる根拠を技術提案書に明示することとし

ます。 

 

③ サービスの最低水準 

受注者は、各業務において、当該業務を達成する上でクリアすべき最低水準と考えるサ

ービス内容について技術提案書に記載することとします。 

 

６．委託費の支払方法 

（１）発注者は、本業務の契約期間中の検査・監督を行い、確保すべき水準（技術提案書に改善提

案があった事項を含む。）の到達状況及び実施状況を報告書や目視等により確認した上で、委

託費を毎月支払うものとします。また検査・監督の結果、これらが満たされていない場合は、

発注者は再度業務を行うように改善の指示を出すとともに、受注者は業務改善計画書を発注者

に提出した上で所要の改善を行うこととします。改善後の確認ができるまでの間、委託費の支

払いを保留します。 
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（２）委託費の支払いに当たっては、受注者は当該月分の業務の完了後、発注者との間で予め定め

る書面により当該月分の支払請求を行います。発注者は、これを受領した日の翌日から３０日

以内に所定の金額を受注者に支払うものとします。 

 

（３）セミナールーム等設営業務及びリネン類等サプライサービス及びその他備品に係るクリーリ

ング業務については、単価契約として、発注者と受注者の間で合意した単価と実施回数に基づ

き請求額を算出し、支払うものとします。なお、仕様書に記載のない業務が発生した場合は発

注者と受注者の間で別途打合せのうえ、請求額を決定します。 

 

７．費用負担等に関するその他の留意事項 

（１）消耗品等 

本業務で使用する消耗品は、本業務仕様書（別紙含む）に特別の記載がない限り、受注者負

担とします。なお、発注者が負担する消耗品は別紙９-２のとおり（2023年 9月実績）。 

 

（２）什器備品、計器、工具類等 

業務に必要な物品を無償で受注者に貸与します。貸与品は、別紙９-１、別紙１６-２及び別

紙１６-３のとおり（2023年 9月実績）。 

 

（３）光熱水料 

発注者は、受注者が本業務を実施するために必要な光熱水料（食堂運営に必要な光熱費を含

め）を負担します。 

 

（４）施設・設備使用料 

発注者は、受注者が本業務を実施するために使用する施設（従業員控室、従業員休憩室、機

材置場等）を無償で受注者に貸与します。また、駐車場スペースについては、原則 7台分まで

とします。 

 

（５）通信料、インターネットプロバイダー接続に係る経費 

発注者の所有する電話機のうち、受注者が専ら自らの用務のために使用する者の通信料は 

受注者の負担とします。また、インターネットを利用する場合のプロバイダー接続・利用に係

る経費は受注者の負担とします。 

 

（６）法令等の変更による増加費用及び損害の負担 

法令等の変更により、受注者に生じた合理的な増加費用又は損失については、以下の①から

③のいずれかに該当する場合には発注者が負担し、それ以外の変更については受注者が負担

するものとします。 

 

① 本件事業に類型的又は特別に影響を及ぼす法令、基準等の変更及び税制度の新設 

② 消費税その他類似の税制度の新設・変更（税率の変更を含む） 

③ 上記①及び②のほか、法人税その他類似の税制度の新設・変更以外の税制度の新設・変更

（税率の変更を含む） 
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（７）その他 

① 立替金が発生した場合の精算手続きに必要な「証拠書類」とは、「その取引の正当性を立

証するに足りる書類」を示し、領収書又はそれに代わるものとなります。証拠書類には 、

①日付、②宛名（支払者）、③領収書発行者（支払先）、④受領印又は受領者サイン、⑤支

出内容を明記してください。なお、適格請求書発行事業者として登録されている支払先か

らは、適格請求書として必要な記載事項が記載された適格請求書又は適格簡易請求書を

「証拠書類」として取得してください。 

② 受注者の責によらない止むを得ない理由で、業務量を増加する場合には、機構と協議の

上、両者が妥当と判断する場合に、契約変更を行うことができます。受注者は、このよう

な事態が起きた時点で速やかに発注者に相談してください。 

③ 受注者に生じた増加費用又は損失が、業務仕様書に示したこれまでの実績に基づき想定

した数量等と契約後の実績との乖離に起因する場合で、なおかつ、該当する費用が加重平

均で 10％以上増加した場合には、受注者は契約変更について協議を発注者に申し入れるこ

とができます。 

  履行期間が複数年度に及ぶため、物価や人件費上昇を反映させる必要が生じた場合は単

価を増額する可能性があります。 

④ 契約履行にあたり、現行受注者との間で引継ぎが必要とされる場合に要する費用は引継

ぎを受ける事業者負担とします。（ただし、引継ぎをする側のコスト（人件費等）は引継ぎ

をする側が負担） 

 

 

第２章．実施期間に関する事項 

 

当該業務の実施期間は、2025年 4月 1日から 2030年 3月 31日までとします。 

 

 

第３章．入札参加資格に関する事項 

（１）法第 10条各号（第 11号を除く。）に該当する者ではないこと。 

（２）当機構の契約事務取扱細則第 4条に該当しないこと。 

（３）予算決算及び会計令第 71条の規定に該当しない者であること。 

（４）令和 4・5・6年度全省庁統一資格で「役務の提供等」の資格を有すること。 

(５) 次の各号に該当する者は、本件競争参加を認めません。 

 1）独立行政法人国際協力機構反社会勢力への対応に関する規程(平成 24年規程(総)第 25条)第

2条第 1項の各号に掲げる者、具体的には、反社会勢力、暴力団、暴力団員、暴力団員等、暴

力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロ、特殊知能暴力集団等を

指します。 

 2）先に行われた業務等との関連で利益相反が生じると判断される者、または同様の個人を主 

たる業務従事者とする場合。 

(６) 当機構から「独立行政法人国際協力機構競争参加資格停止措置規程」に基づく契約競争参加

停止措置を受けている期間中でないこと。 

（７）共同企業体、再委託について 

１）共同企業体 

共同企業体の結成を認めます。ただし、共同企業体の代表者及び構成員全員が、上記
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（１）から（６）の競争参加資格要件を満たす必要があります。 

共同企業体を結成する場合は、共同企業体結成届（様式集参照）を作成し、各社毎の競

争参加資格確認申請書と共に提出してください。結成届には、原則として、構成員の全

ての社の代表者印または社印を押印してください。 

 なお、業務責任者及び総括主任は共同企業体の代表者から選任することとします。 

   ２）再委託 

再委託は原則禁止です。ただし、業務仕様書に特別の定めがあるとき又は発注者の承諾

を得たときは、本件業務全体に大きな影響を及ぼさない補助的な業務に限り再委託は可

能となります。一部業務の再委託を希望する場合は、技術提案書にその再委託予定業務

内容、再委託先企業名等を記述してください。なお、総括業務、フロント業務について再

委託は認められません。また、当機構が、再委託された業務について、再委託先と直接契

約することや、再委託先からの請求の受理あるいは再委託先への直接の支払いを行うこ

とはありません。なお、契約締結後でも、発注者から承諾を得た場合には再委託は可能で

す。 

 

 

第４章．入札に参加する者の募集に関する事項 

 

１．入札の実施手続及びスケジュール（予定） 

手続 スケジュール 

入札公告及び官報公告 2024年 9月上旬頃 

業務内容説明会 2024年 9月中旬頃 

入札等に関する質疑応答 2024年 10月上旬頃 

競争参加資格確認申請書の提出期限 2024年 10月中旬頃 

技術提案書の提出期限 2024年 11月上旬頃 

プレゼンテーション・技術提案書の評価 2024年 11月上旬頃 

開札・落札者予定者等の決定 2024年 11月中旬頃 

契約締結 2025年 3月上旬頃 

引継期間 2025年 3月上旬頃から下旬 

事業開始 2025年 4月 1日 

 

 ※入札公告から技術提案書の提出期限までの間、設備管理業務において、業務内容を理解する

目的で、建築及び設備機器類の各種竣工図、設備機器定期点検及び運転・監視日常点検業務実

施報告書（2023年 4月分以降）の閲覧期間を設けます。なお、閲覧資料については、民間競争

入札に参加する者から要望があった場合、所定の手続きを踏まえた上で、「様式集」を記載の

ホームページよりダウンロードした「機密保持誓約書(雛型)」へ署名し、遵守することで閲覧

を認めることとします。 

  https://www.jica.go.jp/about/announce/manual/form/domestic/op_tend_evaluation.html 

 

２．書類等の提出先 

https://www.jica.go.jp/about/announce/manual/form/domestic/op_tend_evaluation.html
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入札手続き窓口、各種照会等及び書類等の提出先は以下のとおり。なお、本項以降も必要な

場合にはこちらが連絡先となります。 

 

〒003-0026 

北海道札幌市白石区本通 16丁目南 4-25 

独立行政法人国際協力機構 北海道センター（札幌）総務課 

【電話】011-866-8395 

【ファックス】011-866-8395 

【メールアドレス】hkictad@jica.go.jp 

※当機構からのメールを受信できるよう、当機構のドメイン（jica.go.jp）またはメールア

ドレスを受信できるように設定してください。 

メールを送付後、受信完了の連絡が無い場合は上記電話番号まで問合せしてください。 

 

３．書類等の提出方法 

（１）入札手続きのスケジュール及び書類等の提出方法 

入札手続きのスケジュール及び書類等の提出方法は別紙６「手続・締切日時一覧」を参照。 

（２）書類等への押印省略 

機密保持誓約書、競争参加資格確認申請書、共同企業体結成届、下見積書、技術提案書、

委任状及び入札書等の提出書類については、全て代表者印等の押印を原則とします。 

ただし、押印が困難な場合は、書類送付時のメール本文に、社内責任者の役職・氏名とと

もに、押印が困難な旨を記載し、社内責任者より（もしくは社内責任者に cc を入れて）メ

ールを送信することで押印に代えることができます。 

 

（３）競争参加資格 

競争参加資格を確認するため、以下の１）を提出してください。     

 

１）提出書類： 

a ）競争参加資格確認申請書（様式集参照） 

b ）全省庁統一資格審査結果通知書（写） 

c ) 下見積書（「５．下見積書」参照） 

d ) 共同企業体を結成するときは、以上に加えて以下の提出が必要となります。 

・共同企業体結成届 

・共同企業体を構成する社（構成員）の資格確認書類(上記 a )、b ) ) 

２）確認結果の通知 

競争参加資格の確認の結果は、メールにて通知いたします。 

提出方法、締切日時および確認結果通知日は別紙６「手続・締切日時一覧」を参照して

ください。 

なお、入札に進んだ競争参加者へ入札会の参加方法を競争参加資格確認申請書に記載頂く

担当者連絡先へ電子メールにて案内いたします。 

 

４．その他関連情報                                   

mailto:hkictad@jica.go.jp
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（１）入札説明書の資料の交付方法 

入札説明書の一部資料（非公開と表示された資料）に関しては機構が指定する大容量ファイ

ル送受信システム（以下「GIGAPOD」という。）もしくはメールを通じて配布いたしますので、

別紙６「手続・締切日時一覧」を参照してください。 

なお、資料交付の際に「機密保持誓約書」（様式集参照）を PDF でメールにて提出してく

ださい。 

 

（２）業務内容説明会の開催  

１）日時： 別紙６「手続・締切日時一覧」のとおり 

２）場所： 北海道札幌市白石区本通 16丁目南 4-25 

  独立行政法人国際協力機構 北海道センター（札幌）会議室 

３）その他： 参加希望者は業務内容説明会の１営業日前の正午までにメールにて、社名、参加

希望者の氏名を連絡してください。 

 a) なお、入札公告以降、本業務仕様書に変更があった場合には、機構の HPで変更内容を掲

載する他、業務内容説明会で内容について説明いたします。 

b) 一社あたりの参加人数の上限は設定しておりません。開催場所のスペースに限りがあり

ますので、事前に参加希望者ご連絡ください。なお、当日会場では入札説明書の交付はいた

しませんので、必ず事前に入手の上持参願います。 

c) 業務内容説明会への出席は競争参加資格の要件とはしません。説明会に出席していない

者（社）も競争への参加は可能です。 

d) 業務内容説明会へのパソコンの持ち込みは認めます。 

 

５. 下見積書 

本競争への参加希望者は、競争参加資格の有無について確認を受ける手続きと共に（３．参照）、

以下の要領で、下見積書を提出してください。 

下見積書には、商号または名称及び代表者氏名を明記してください。 

（１）様式は任意ですが、経費の費目構成は別紙５の見積金額内訳表を参考に各対象業務と内容

に従って、金額の内訳（単価、数量）を可能な限り詳細に記載してください。人件費は各要

員の労務単価や数量（人日、人月等）を明記してください。 

（２）消費税及び地方消費税の額（以下「消費税額等」）を含んでいるか、消費税額等を除いてい

るかを明記してください。 

（３）下見積書提出後、その内容について当機構から説明を求める場合があります。 

 

６. 入札説明書に対する質問  

（１）業務仕様書（案）の内容等、この入札説明書に対する質問がある場合は、別紙６「手続・

締切日時一覧」に従い、質問書様式（別添様式集参照）に記載のうえ提出してください。 

（２）公正性・公平性等確保の観点から、電話等口頭での質問は原則として認めておりません。 

（３）上記（１）の質問に対する回答書は、別紙６「手続・締切日時一覧」に従い、以下のサイ

ト上に掲示します。なお、質問がなかった場合には掲載を省略します。 

https://www.jica.go.jp/about/announce/domestic/koji2023.html#sapporo 

（４）回答書によって、仕様・数量等が変更されることがありますので、本件競争参加希望者

は質問提出の有無にかかわらず回答を必ず確認してください。入札金額は、回答による変

https://www.jica.go.jp/about/announce/domestic/koji2023.html#sapporo
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更を反映したものとして取り扱うこととします。 

 

７．辞退届の提出  

（１）競争参加資格有の確定通知を受け取った後に、入札への参加を辞退する場合は、遅くとも

入札会 1営業日前の正午までに辞退する旨を下記メールアドレスまで送付してください。 

宛先：hkictad@jica.go.jp 

件名： 【辞退】（調達管理番号）_（法人名）_ 案件名  

（２）（１）の手続きにより競争参加を辞退した者は、これを理由として以降の入札において不

利益な取扱いを受けるものではありません。  

（３）一度提出された辞退届は、取り消しは認めません。  

 

８.技術提案書・入札書  

（１）提出方法 

提出方法及び締切日時は別紙６「手続・締切日時一覧」のとおりです。 

技術提案書は GIGAPOD経由で提出するため、別紙６「手続・締切日時一覧」の依頼期限まで

に提出用フォルダ作成を「２.書類等の提出先」にメールで依頼してください。そのうえで

技術提案書は GIGAPODの専用フォルダにパスワードを付せずに格納し、技術提案書 PDF フ

ァイルのアップロード完了後、格納が完了した旨を２.書類等の提出先までメールで連絡し

てください。 

入札書は、別紙６「手続・締切日時一覧」の備考に記載の方法で、郵送または持参により

提出してください。 

（２）提出書類 

 １）技術提案書（提出部数：正１部） 

 ２）入札書（厳封）（提出部数：正１通） 

（３）その他 

１）一旦提出（送付）された技術提案書及び入札書は、差し替え、変更または取り消しはでき

ません。 

２）開札日の前日までの間において、当機構から技術提案書に関し、説明を求められた場合に

は、定められた期日までにそれに応じて下さい。 

３）技術提案書等の作成、提出に係る費用については報酬の支払いはいたしません。  

４）技術提案書の作成にあたっては、下記１６．技術提案書の作成要領、別紙９から１９の業

務内容、別紙１の「評価項目一覧表」を参照ください。 

５）入札書の作成にあたっては、下記１１．入札書、下記１２．入札書の無効を参照ください。

なお、日付は入札執行日としてください。入札書は機構にて厳封のまま入札執行日まで保管し

ます。 

（４）技術提案書の無効 

次の各号のいずれかに該当する技術提案書は無効とします。 

１）提出期限後に提出されたとき。 

２）提出された技術提案書に記名、押印写がないとき。ただし、押印が困難な場合は、３.（２）

を参照の上提出することとします。 

３）同一提案者から内容が異なる提案が２通以上提出されたとき。 

mailto:hkictad@jica.go.jp
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４）虚偽の内容が記載されているとき（虚偽の記載をした技術提案書の提出者に対して契約競

争参加資格停止等の措置を行うことがある） 

５）前号に掲げるほか、本入札説明書に違反しているとき。 

 

８-２.技術提案書内容に関するプレゼンテーションの実施 

技術提案書のご提出後、提出全社に対して、以下のとおり、技術提案内容に関するプレゼン

テーションの実施を依頼する予定です。 

(１）日時 ： 別紙「手続・締切日時一覧」のとおり。 

(２）実施場所： 北海道札幌市白石区本通 16丁目南 4-25 

  独立行政法人国際協力機構 北海道センター（札幌）会議室 

 又は Microsoft Teams 

（３）実施方法： 参加者からのプレゼンテーション（説明）時間は 20 分を上限とし、質疑応答

の時間をあわせて、参加者あたり、40分程度とします。ただし、参加者数による変更はあり得

ます。なお、プレゼンテーションの実施者は、原則、本件業務責任者といたします。また、当

日は、技術提案書内容の要約版の配布・使用を認めます。提出済みの技術提案書のみによる説

明も可能といたします。さらに、会場にプロジェクタ、スクリーンを用意いたします。 

 

９.技術提案書の評価結果の通知  

技術提案書は、当機構において技術評価し、技術提案書を提出した全者に対し、別紙６「手続・

締切日時一覧」に則し、評価結果の合否をメールで通知します。通知期限までに結果が通知され

ない場合は、上記２．窓口にメールで問い合わせしてください。 

 

１０. 入札執行（入札会）の日時及び場所等  

入札執行（入札会）にて、技術提案書の評価に合格した者の提出した入札書を開札します。 

（１）日時： 2024年 11月 15日（金）午前 11時 00分 

（２）場所： 北海道札幌市白石区本通 16丁目南 4-25 

 独立行政法人国際協力機構 北海道センター（札幌）会議室 

※入札会場の開場は、入札会開始時刻の 5分前となります。1階ロビーにて待機し、

同時刻になったら入出してください。入札執行時刻に間に合わなかった者は、入札

会（入札執行）には参加できません。 

（３）必要書類等 

入札会への参加にあたっては、以下の書類等を準備してください。 

１）委任状 1通（代表権を有する者が出席の場合は不要。） 

２）入札書 2通（再入札用） 

（最大再入札回数 2回、なお、初回分の入札書は技術提案書と共に提出。） 

３）印鑑、身分証明証 

①代理人が参加する場合、委任状に押印したものと同じ印鑑が訂正印として必要になるの

で、持参してください。 

②代表権を有する者が出席の場合は、社印又は代表者印に代えて同人の個人印を訂正印と

して使用することを認めますが、本人であることの確認のため、身分証明書等の提示を求

めることがあります。 
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（４）再入札の実施 

すべての入札参加者の応札額が機構の定める予定価格を超えた場合は再入札（最大で２回）

を実施します。再入札に参加する（再入札に係る入札書を提出する）者は、上記の委任状に

より再入札に参加する権限が委任されていることと押印された入札書が必要になるので留意

してください。 

 

１１. 入札書  

（１） 第１回目の入札書を除き持参とし、郵送又は電送による入札は認めません。 

（２） 第１回目の入札は、技術提案書と同時提出済みの入札書を開封します。 

「１０．入札執行（入札会）の日時及び場所等」に記載される「再入札」を行う場合、入

札会当日持参した入札書をもって、再入札することになります。 

（３） 第１回目の入札は、入札件名、入札金額を記入して、原則代表者による入札書とするが、

再入札では、必要に応じ代理人を定めてください。 

（４） 再入札の入札書は、入札件名、入札金額を記入して、次のいずれかの方法により記名捺印

し、封入の上、入札事務担当者の指示に従い入札箱に投入してください。 

１） 代表権を有する者自身による提出の場合は、その氏名及び職印（個人印についても認

る）。 

２） 代理人を定める場合は、委任状を再入札書と同時に提出のうえ、法人の名称又は商号

並びに代表者名及び受任者（代理人）名を記載し、代理人の印（委任状に押印したも

のと同じ印鑑）を押印することで、有効な入札書とみなします。 

３） 委任は、代表者（代表権を有する者）からの委任とします。 

（５） 入札金額は円単位で記入し、消費税及び地方消費税を抜いた税抜き価格とします。 

（６） 入札価格の評価は、「第１章. 本業務の詳細な内容及びその実施に当たり確保されるべき業

務の質に関する事項」に対する総価（円）（消費税等に係る課税事業者であるか免税事業者で

あるかを問わず、見積もった契約希望金額の１１０分の１００に相当する金額）をもって行

います。 

（７）契約に当たっては、入札金額に消費税及び地方消費税を加算した金額を契約金額とします。 

（８）入札者は、一旦提出した入札書を引換、変更または取消すことが出来ません。 

（９）入札者は、入札公告及び入札説明書に記載されている全ての事項を了承のうえ入札書を提出

したものとみなします。 

（１０）入札保証金は免除します。 

 

１２.入札書の無効 

次の各号のいずれかに該当する入札は無効とします。 

（１）競争に参加する資格を有しない者のした入札 

（２）入札書の提出期限後に到着した入札 

（３）委任状を提出しない代理人による入札 

（４）記名を欠く入札 

（５）金額を訂正した入札で、その訂正について押印のない入札 

（６）入札件名、入札金額の記載のない入札、誤字、脱字等により意思表示が不明瞭である入札 

（７）明らかに連合によると認められる入札 

（８）同一入札者による複数の入札 
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（９）その他入札に関する条件に違反した入札 

（１０）条件が付されている入札 

 

１３. 入札執行（入札会）手順等 

（１） 入札会手順 

１） 入札会参加者の確認 

機構の入札事務担当者が入札会出席者名簿を回付し、各出席者へ署名を求め、入札会出席

者の確認をします。入札に参加できる者は各社１名とし、これ以外の者は入札場所に立ち

入ることはできません。 

各出席者から委任状（代表権を有する者が参加の場合は不要）を受理し、入札事務担当者

が参加者の入札参加資格を確認します。 

２） 技術評価点の発表 

入札事務担当者が、入札会に出席している者の技術評価点を発表します。 

３） 開札及び入札書の内容確認 

入札事務担当者が既に提出されている入札書の封を確認し、併せて、各出席者にも確認を

求めた上で入札書を開封し、入札書の記載内容を確認します。 

４） 入札金額の発表 

入札事務担当者が各応札者の入札金額を読み上げます。 

５） 予定価格の開封及び入札書との照合 

入札執行者が、あらかじめ開札場所に置いておいた予定価格を開封し、入札金額と照合し

ます。 

６） 落札者の発表等 

入札執行者が予定価格を超えない全入札者を対象に、「第５章．（３）評価方法」に記載す

る方法で総合評価点を算出し、読み上げます。 

なお、予定価格の制限に達した価格の入札がない場合（不調）は、入札執行者が「落札」

又は「不調」を発表します。 

７） 再度入札（再入札） 

「不調」の場合には引き続き再入札を行います。再入札を２回（つまり合計３回）行いま

す。再入札を行っても予定価格の制限に達した価格の入札がないときは、入札を打ち切り

ます。 

（２） 再入札の辞退 

「不調」の結果に伴い、入札会開催中に再入札を辞退する場合は、次のように入札書金額欄

に「入札金額」の代りに「辞退」と記載し、入札箱に投函してください。 

金   辞    退   円 

（３） 入札者の失格 

入札会において、入札執行者による入札の執行を妨害した者、その他入札執行者の指示に従

わなかった者は失格とします。 

（４） 不落随意契約 

入札が成立しなかった場合、随意契約の交渉に応じることを求める場合があります。 

 

１４. 入札金額内訳書の提出、契約書作成及び締結  

（１）落札者は、入札金額の内訳書（社印不要）を提出ください。 
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（２）「別紙３ 契約書（案）」に基づき、速やかに契約書を作成し、締結します。契約保証金は免

除します。 

（３）契約条件、条文については、「別紙３ 契約書（案）」を参照してください。なお契約書（案）

の文言に質問等がある場合は、「６. 入札説明書に対する質問」の際に併せて照会してくだ

さい。 

（４）契約書附属書Ⅱ「契約金額内訳書」については、入札金額の内訳書等の文書に基づき、両者

協議・確認して設定してください。 

 

１５．競争・契約情報の公表 

本競争の結果及び競争に基づき締結される契約については、機構ウェブサイト上に契約関連情報

（契約の相手方、契約金額等）を公表しています。また、一定の関係を有する法人との契約や関

連公益法人等については、以下の通り追加情報を公表します。詳細はウェブサイト「公共調達の

適正化に係る契約情報の公表について」を参照してください。 

（URL: https://www.jica.go.jp/announce/manual/guideline/consultant/corporate.html） 

競争への参加及び契約の締結をもって、本件公表に同意されたものとみなします。 

 

（１）一定の関係を有する法人との契約に関する追加情報の公表 

１）公表の対象となる契約相手方取引先 

次のいずれにも該当する契約相手方を対象とします。 

a )当該契約の締結日において、当機構の役員経験者が再就職していること、又は当機

構の課長相当職以上経験者が役員等として再就職していること 

b )当機構との間の取引高が、総売上又は事業収入の 3分の 1以上を占めていること 

２）公表する情報 

a )対象となる再就職者の氏名、職名及び当機構における最終職名 

b )直近 3か年の財務諸表における当機構との間の取引高 

c )総売上高又は事業収入に占める当機構との間の取引高の割合 

d )一者応札又は応募である場合はその旨 

３）情報の提供方法 

契約締結日から１ヶ月以内に、所定の様式にて必要な情報の提供を求めます。 

（２）関連公益法人等にかかる情報の公表 

契約の相手方が「独立行政法人会計基準」第 13章第 6節に規定する関連公益法人等に該当

する場合には、同基準第 13章第 7節の規定される情報が、機構の財務諸表の付属明細書に

掲載され一般に公表します。 

 

１６．技術提案書の作成要領 

技術提案書の作成にあたっては、「第１章．本業務の詳細な内容及びその実施に当たり確保さ

れるべき業務の質に関する事項」に明記されている内容等を技術提案書に十分に反映させること

が必要となるので、内容をよく確認いたします。 

  なお、入札参加者は次の（２）５）～６）において実施要領に占める業務の内容について、改

善提案を行うことができます。 

 

（１）技術提案書の作成要領 

１）技術提案書には、「別紙１ 評価項目一覧表」の評価項目、評価基準に記載の内容を網羅し

https://www.jica.go.jp/announce/manual/guideline/consultant/corporate.html
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てください。 

２）上述の内容以外に、「第１章．本業務の詳細な内容及びその実施に当たり確保されるべき業

務の質に関する事項」で示した業務内容のうち、特に秀でている等特筆すべきと思われる点等

がある場合には、それについても記載してください。 

３）技術提案書のページ数に特に制限は設けないが、必要事項を簡潔に記述するようにしてく

ださい。 

４）レストラン業務《メニューの例示》については、以下の要領に従い提案してください。 

①朝食の献立と 5 日分の昼食・夕食のメニュー案の内容を説明し、提案してください。研修員

の１食当たりの価格設定は以下のとおりです。 

  朝食 1,100円（税込）、昼食及び夕食 1,100円（税込）以内 

②食物アレルギー（特定原材料８品目）に配慮したメニューやハラル食材（肉）を用いたメニ

ューを含め、内容説明も記載してください。 

③その他、企画メニュー、季節メニューやメニュー以外のサービスなど、アピールできる点を

提案し、記載してください。 

 

（２）各記載項目及び様式 

１）【様式１】企業の代表責任者及び本業務担当者 

入札に参加する事業者の代表責任者及び本業務の担当者を記載してください。 

なお、共同企業体で参加する場合は、様式１に共同企業体の一覧、共同企業体の代表事業者、

共同企業体の各構成員の代表責任者及び各業務の担当者を記載してください。また、共同企業

体結成に関する協定書又はこれに類する書類を添付してください。 

２）【様式２】業務実績  

業務毎に過去５年間の実績を記載してください。 

３）【様式３】本業務実施に対する認識 

本業務を実施するにあたっての基本的な方針、業務全般において特に重視するポイント等を

記載してください。 

４）【様式４】本業務全体及び各業務の実施体制、法的資格等を有する者等の配置 

本業務全体及び各業務毎に実施体制及び業務全体の管理方法等を具体的に記載し、必要とさ

れる法的資格等を有する者及び条件を満たす者の配置を記載してください。     

原則として、必要とされる資格を証明する書類の写しを添付してください。技術提案書の提

出期限までに有資格者名を特定できない場合は、応札者が有資格者を十分に擁していて契約

開始時に支障なく必要な人材を配置できる体制を確立していることを技術提案書で具体的に

説明の上、落札後は、2025 年 3 月下旬までに、本業務に従事する者の名簿を作成し、その名

簿ととともに、必要とされる資格を証明する書類の写しを発注者に提出してください。 

５）【様式５】業務の質の確保及びコスト等削減対策に対する考え方  

本業務に関する包括的な質の確保及び各業務の質の確保及び業務コスト等削減に関する考

え方を記載してください。 

６）【様式６（総括表）、様式７（各業務）】従来の実施方法に対する改善提案 

改善提案を行う場合、改善提案を行う業務（項目）を明確にし、改善提案を行う理由、改善

提案の内容、改善提案による質の向上効果又は経費の削減効果（あるいはその両方）を具体的

に示してください。 
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７）【様式８】緊急時の体制及び対応方法 

緊急時（本業務の実施に当たり想定していたとおりの業務を実施することが困難になる事

故・事象が生じた場合をいう。）の緊急連絡網、緊急時業務フローチャートを示してください。 

８）【様式９】再委託に関する事項 

「第３章．入札参加資格に関する事項」（７）２）発注者により本業務の一部について再委

託を行う場合は、再委託する業務の内容、企業名、住所、再委託先の業務履行能力、報告書の

提出、その他の業務管理の方法を具体的に示してください。  

９）以下の資格・認証を有している場合は、その証明書の写しを提出してください。  

◼ 女性活躍推進法に基づく認定（えるぼし認定）  

◼ 次世代育成支援対策推進法に基づく認定（くるみん認定またはプラチナくるみん認定） 

◼ 青少年の雇用の促進等に関する法律に基づく認定（ユースエール認定） 

◼ マネジメントに関する資格（ISO9001等） 

◼ 個人情報保護に関する資格（プライバシーマーク等） 

◼ 情報セキュリティに関する資格・認証（ISO27001/ISMS等） 

◼ その他、本業務に関すると思われる資格・認証 

 

（３）その他  

技術提案書は 可能な限り 1 つの PDF ファイルにまとめて提出してください。 

 

１７．経費に係る留意点 

経費の積算に当たっては、「第１章．本業務の詳細な内容及びその実施に当たり確保されるべ

き業務の質に関する事項」に規定されている業務の内容を十分理解したうえで、必要な経費を

積算してください。積算を行う上での留意点は以下のとおりです。 

 

（１）経費の費目構成 

１）各業務の実施における経費の費用構成については、別紙５．見積金額内訳表（参考）に

従って作成してください。 

２）以下の業務は、想定される数量に基づき算出してください。なお、入札金額に含めるこ

ととしますが、契約交渉時に発注者と受注者が協議し、実数に応じた単価契約とします。 

  ① リネン類等サプライサービス及びその他備品に係るクリーニング業務 

・別紙１４リネンサプライサービス及びその他備品に係るクリーニング業務の１４．

２及び１４．３の単価契約による各品目の年間数量（見込）を参考としてください。 

３）客室清掃及び特別清掃については、応札者の裁量による実施方法、経費計上方法を取る

ことができます。下見積書の提出時に「単価契約の場合の客室清掃・特別清掃業務経費内

訳書」（様式任意）又は応札者の提案する実施方法と経費内訳を添付し、提出してくださ

い。なお、客室清掃及び特別清掃も入札金額に含めてください。 

４）会議室等設営業務については、別紙１２の１２．１（５）の単価契約により実施する業

務及び（６）その他の別途発注による業務以外は入札金額に含めることとします。 

 

（２）消費税課税  
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課税事業者、免税事業者を問わず、入札書には契約希望金額の１１０分の１００に相当する

金額を記載してください。価格の競争は、この消費税を除いた金額で行います。なお、入札

金額の全体に１００分の１０に相当する額を加算した額が最終的な契約金額となります。  

 

１８．その他  

（１）機構が配布・貸与した資料・提供した情報（口頭によるものを含む）は、本件業務の技術提

案書及び入札書を作成するためのみに使用することとし、複写または他の目的のために転用

等使用することはありません。 

（２）技術提案書等は、本件業務の落札者を決定する目的以外に使用しません。 

（３）落札者の技術提案書等については返却しません。また、落札者以外の技術提案書については、

機構が責任をもって処分（シュレッダー処理等）します。なお、機構は、落札者以外の技術

提案書等にて提案された計画、手法について、同提案書作成者に無断で使用いたしません。 

（４）技術評価で不合格となり入札会へ進めなかった者の事前提出済み入札書は未開封のまま郵送

にて返却します。 

（５）技術提案書等に含まれる個人情報等については、「独立行政法人等の保有する個人情報の保

護に関する法律（平成１５年法律第５９号）」に従い、適切に管理し取り扱います。 

（６）競争参加資格がないと認められた者、技術提案書の評価の結果不合格の通知を受けた者は通

知した日の翌日から起算して７営業日以内、その理由や技術評価の内容について説明を求

めることができるので、要望があれば「２. 書類等の提出先」まで連絡してください。 

（７）辞退する場合 

競争参加資格有の確定通知を受け取った後に、入札への参加を辞退する場合は、遅くとも入

札会 1営業日前の正午までに辞退する旨を下記メールアドレスまで送付してください。 

宛先：hkictad@jica.go.jp 

件名：【辞退】（法人名）_ 案件名 

 

 

第５章．本業務を実施する者を決定するための評価の基準その他業務を実施する者の決定

に関する事項 

 

本業務を実施する者の決定は、総合評価落札方式によるものとします。なお、本業務に係る技術

提案書及び内容の審査・評価は、客観性・公平性を確保し、JICAに設置された外部委員を含む評価

委員会において行うものとします。 

  

（１）評価項目 

評価対象とする項目は、別紙１ 評価項目一覧表の評価項目及び入札価格とします。 

（２）評価配点 

評価は３００点満点とし、技術評価と価格評価に区分し、配点をそれぞれ技術点２００点 

価格点１００点とします。 

（３）評価方法 

１）技術評価 

   別紙１ 評価項目表一覧表の項目ごとに、各項目に記載された配点を上限として、以下

の基準により評価（小数点以下第三位を四捨五入）し、合計点を技術評価点とします。 

  

mailto:hkictad@jica.go.jp
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 必須項目は全て満たすことが技術審査の合格条件です。 

    なお、技術評価点が６０％、つまり２００点中１２０点（「基準点」という。）を下回る場      

合を不合格とします。不合格となった場合は、「第４章．９．技術提案書の評価結果の通

知」に記載の手続きに基づき、不合格であることが通知され、入札会には参加できません。 

 

２）価格評価 

価格評価点については以下の評価方式により算出します。算出に当たっては、小数点

以下第三位を四捨五入します。 

価格評価点＝（予定価格－入札価格）／予定価格×（１００点) 

 

３）総合評価 

技術評価点と価格評価点を合計した値を総合評価点とします。 

 

（４）落札者の決定 

機構が設定した予定価格を超えない入札金額を応札した者のうち、総合評価点が最も高い者

を落札者とします。なお、落札者となるべき総合評価点の者が２者以上あるときは、抽選に

より落札者を決定します。 

なお、落札者決定前に、落札者予定者についての暴力団排除条項該当性の有無について警察

庁刑事局組織犯罪対策部暴力団対策課(以下、「暴力団対策課」という)に対し意見聴取を行

う。このため、落札予定者は暴力団排除条項等の欠格事由審査に必要な書類について別途提

出してください。なお、暴力団対策課から、「暴力団排除条項に該当する」旨の回答があった

場合には、機構は当該落札予定者による入札を無効とします。 

 

（５）落札者と宣言された者の失格 

上述の落札者の決定方法に基づき落札者と宣言された者について、入札会の後に、以下の条

件に当てはまると判断された場合は、当該落札者を失格とし、改めて落札者を確定します。 

 

１）その者が提出した技術提案書に不備が発見され、上述の第４章．１２．に基づき「無効」

と判断された場合 

２）入札金額が著しく低い等、当該応札者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱す

こととなるおそれがあって著しく不適当であると認められる場合 

    

当該項目の評価  評価点  

当該項目については優れており、適切な業務の履行が十分期待できるレベル 

にある。  
８０％以上  

当該項目については、一般的な水準に達しており、業務の履行が十分できる 

レベルにある。  

８０％未満  

６０％以上  

当該項目だけで判断した場合、業務の適切な履行が困難であると判断され 

るが、他項目の提案内容・評価によっては、全体業務は可能と判断される 

レベルにある。  

６０％未満  

４０％以上  

当該項目の評価は著しく低いものであり、他項目の提案内容・評価が優れた 

ものであったとしても、本項目の評価のみをもって、業務の適切な履行が 

疑われるレベルにある。  

４０％未満  
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なお、落札後に提出を求める入札金額の内訳書の金額が合計金額と符合しないときは、合計

金額で入札したものとみなすため、内訳金額の補正を求められた入札者は、直ちに合計金額

に基づいてこれを補正しなければなりません。 

 

（６）落札者が決定しなかった場合の措置  

１）初回の入札において入札参加者がなかった場合、必須項目を全て満たす入札参加者がなかっ

た場合又は再度の入札を 2 回まで行ってもなお落札者が決定しなかった場合は、当該競争に付

するときに定めた予定価格その他の条件を変更せずに随意契約の交渉を行い、契約金額が予定

価格を超えない範囲内で契約交渉が成立した場合、契約を締結します。なお、随意契約交渉が成

立しなかった場合は、原則として、入札条件等を見直した後、再度公告を行います。  

２）再度の入札によっても落札者となるべき者が決定しない場合又は本業務の実施に必要な期

間が確保できないなどやむを得ない場合は、別途、当該業務の実施方法を検討・実施することと

し、その理由を官民競争入札等監理委員会（以下、「監理委員会」という。）に報告するととも

に公表します。  

 

（７）契約書の作成及び締結  

「第４章．入札に参加する者の募集に関する事項」１４．のとおり、「 契約書（案）」に基

づき、速やかに契約書を作成し、書面により契約を締結します。  

 

 

第６章．本業務に関する従来の実施状況に関する情報の開示に関する事項 

 

 従来の実施状況に関する情報は、別紙２のとおり。 

 

 

第７章．受注者に使用させることができる発注者の施設・設備に関する事項 

 

１．貸与施設・設備 

    発注者は本業務実施上必要と認める施設（従業員控室、従業員休憩室、機材置き場等）及び

備品を無償で受注者に貸与するものとします。（別紙９-１、別紙１６-２及び別紙１６-３参照） 

２．設備・備品等の持ち込み 

（１）発注者の業務に支障をきたさない範囲において、受注者は発注者の施設内に本業務に必要な

機器・設備等を受注者の負担において持ち込むことができます。ただし、機器・設備等を持ち

込む場合には、事前に発注者の了解を得るものとし、本業務を終了した際には、原状回復を行

わなければなりません。 

（２）設備・機器等の持ち込み又は撤去に要する経費及び持ち込んだ設備・機器等から生じる経費

については、「第１章．７．費用負担等に関するその他の留意事項」で規定する光熱水料を除

き受注者が負担するものとします。 

 

 

第８章．受注者が本業務を実施するに当たり、発注者に対して報告すべき事項、秘密を適
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正に取り扱うために必要な措置その他の本業務の適正かつ確実な実施の確保のために

契約により受注者が講ずべき措置に関する事項 

 

１．報告等について 

（１）業務計画書の作成と提出 

受注者は、本業務を行うに当たり、2025年 3月下旬までに管理・運営業務計画書を作成し、提

出し、発注者と協議を行ってください。管理・運営業務計画に変更が生じた場合は、速やかに当

該変更を発注者に届け出て、協議を行ってください。 

  

（２）業務従事者名簿の作成と提出 

１）受注者は、2025 年 3 月下旬までに本業務に従事する者の名簿を作成し、発注者に提出して

ください。本業務に必要な資格を証明する書類（資格書の写し等）を併せて提出してください。

また、業務従事者を変更する場合は、原則、当該変更の 3営業日前までに、当該変更を発注者

に届け出てください。 

２）発注者は、業務従事者が不適格であると判断する場合は、その理由を明らかにし、受注に当

該業務従事者への指導を求めることができます。その場合、受注者は不適格である理由を確認

し、当該業務従事者の改善又は交替を行うものとします。 

 

（３）業務報告書の作成、提出及び保管 

受注者は、本業務の履行結果を正確に記載した業務日報、業務月報を作成し、以下のとおり保

管又は提出してください。 

１）受注者は、本業務開始前に全ての業務報告書の書式を発注者に提出し、承認を得てください。 

２）受注者は、業務日報を毎日作成し、翌日（当該日が休日の場合には、その直後の平日としま

す）10:00までに発注者の監督職員に提出してください。なお、日々の記録等は業務期間中常

時閲覧できるように保管、管理してください。 

３）受注者は、業務期間中、当月分に係る業務月報を、その月の翌月の 10 日（当該日が休日の

場合には、その直後の平日とする。）までに発注者の監督職員に提出してください。業務月報

には、年間計画において各業務の実施状況を受注者自身で確認した記録を添えて提出してくだ

さい。なお、記録等は業務期間中常時閲覧できるように保管、管理してください。 

 

２．JICA北海道（札幌）の検査・監督体制 

受注者からの報告を受けるに当たり、発注者の検査・監督体制は次のとおりとします。 

（１）検査職員 

 JICA北海道所長 

（２）監督職員 

 JICA北海道（札幌）次長兼総務課長 

 

３．発注者による調査への協力 

発注者は、受注者による業務の適正かつ確実な実施を確保する必要があると認めるときは、

受注者に対し、当該管理・運営業務の状況に関し必要な報告を求め、又は受注者の事務所（又

は業務実施場所）に立ち入り、業務の実施状況又は帳簿、書類その他の物件を検査し、若しく
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は関係者に質問することができます。 

立入検査をする職員は、検査等を行う際には、当該検査等が法第 26条１項に基づくものであ

ることを受注者に明示するとともに、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示するもの

とします。 

 

４．指示について 

発注者は、受注者による本業務の適正かつ確実な実施を確保するために必要があると認めると

きは、受注者に対し、必要な措置をとるべきことを指示することができます。 

また、発注者は本業務の検査・監督において業務の質の低下につながる問題点を確認した場合

は、随時受注者に指示を行うことができます。発注者による指示の経路については、以下のとお

りとします。 

 

（１）総括主任を通じた報告、指示 

 受注者から発注者への業務計画書、業務従事者名簿、業務報告書等その他関係書類（以下「各

種書類」という。）の提出及び各種の報告は、下記（２）の緊急時等を除き、原則として総括主

任（総括主任不在時には再委託先以外から総括主任代理を立てる）を通じて行うものとします。

発注者は、提出された各種書類及び各種の報告の内容について、修正、追加、処置方法等につい

て総括主任に必要な指示を行うものとします。 

（２）緊急時等における報告、指示 

 故障・不具合の発生時及び業務の立会時等、早急な判断、対応を必要とする場合（以下「緊急

時」という。）には、各業務の主任（主任不在時にはスタッフ）に直接指示を行うことができる

ものとします。このような場合、各業務の主任（主任不在時にはスタッフ）は、総括主任に対し

て、必ず事後報告を行うものとします。 

 

５．秘密の保持 

受注者は、本業務に関して発注者が開示した情報等（公知の事実等を除く。）及び業務遂行過

程で作成した提出物等に関する情報を漏洩してはならないものとし、そのための必要な措置を講

じてください。受注者（その者が法人である場合にあっては、その役員）若しくはその職員その

他の本業務に従事している者又は従事していた者は業務上知り得た秘密を漏らし、又は盗用して

はなりません。これらの者が秘密を漏らし、又は盗用した場合には、法第 54 条により罰則の適

用があります。 

 

６．個人情報の保護 

（１）基本的な考え方 

受注者は、個人情報保護の重要性を十分に認識し、本業務を実施するに当たって入手した個

人情報の取扱いについては、個人の権利や利益を侵害することがないように独立行政法人等

の保有する個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５９号）第７条第２項の規定に基

づき、個人情報の漏洩、滅失、改ざん又はき損の防止その他個人情報を適切に管理するために

必要な措置を講じなければなりません。 

（２）保有の制限 

受注者は、本業務を実施するにあたって個人情報を保有するときは、あらかじめ、本人に対
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してその利用目的を明示しなければなりません。また、当該利用目的の達成に必要な範囲内で、

適正かつ公正な手段で個人情報を入手するものとします。 

（３）利用及び提供の制限 

受注者は、発注者の指示又は承認がある場合を除き、本業務を実施するための利用目的のた

めに個人情報を自ら利用し、又は他者に利用させてはなりません。 

（４）複写等の禁止 

受注者は、発注者の指示又は承認がある場合を除き、本業務を実施するために発注者から提

供された個人情報を複写し、又は提供してはなりません。 

（５）報告 

受注者は、個人情報の漏洩等が発生し、又は発生の可能性があることを知った場合には、直

ちに発注者に報告し、その指示に従うものとします。なお、本業務が終了した後においても同

様とします。 

（６）管理体制の整備 

受注者は、本業務を実施するに当たり、個人情報の管理に関する責任者を定めるなど管理体

制を整備しなければなりません。 

（７）業務従事者への周知 

受注者は、本業務に従事する者に対し、在職中及び退職後においても本業務を実施するに当

たり知り得た個人情報を漏洩し、又は不当な目的に使用してはならないことなど、個人情報の

保護に関して必要な事項を周知徹底しなければなりません。 

 

７．契約に基づき受注者が講ずべき措置 

（１）業務の開始及び中止 

１）受注者は、締結された本契約に定められた業務開始日に、確実に本業務を開始しなければ

なりません。 

２）受注者は、やむを得ない事由により、本業務を中止しようとするときは、あらかじめ、発

注者の承認を受けなければなりません。 

（２）公正な取扱い 

１）受注者は、本業務の実施に当たって、当該施設利用者を合理的な理由なく区別してはなり

ません。 

２）受注者は、当該施設利用者の取扱いについて、自らが行う他の事業における利用の有無等

により区別してはなりません。 

（３）金品等の授受の禁止 

受注者は、本業務において、金品等を受け取ること又は与えることをしてはなりません。 

（４）宣伝行為の禁止 

受注者及び本業務に従事する者は、本業務の実施に当たって、自らが行う事業の宣伝を行っ

てはなりません。 

受注者及び本業務を実施する者は、本業務の実施の事実をもって、第三者に対し誤解を与え

るような行為をしてはなりません。 

（５）法令の遵守 

受注者は、本業務を実施するに当たり適用を受ける関係法令等を遵守しなくてはなりません。 

（６）安全衛生 



25 

 

受注者は、本業務に従事する者の労働安全衛生に関する労務管理については、責任者を定め、

関係法令に従って行わなければなりません。 

（７）記録・帳簿書類等 

受注者は、実施年度ごとに本業務に関して作成した記録や帳簿書類を、委託事業を終了した

日又は中止した日の属する年度の翌年度から起算して５年間保管しなければなりません。 

（８）権利の譲渡 

受注者は、原則として本契約に基づいて生じた権利の全部又は一部を第三者に譲渡してはな

りません。 

（９）権利義務の帰属等 

１）本業務の実施が第三者の特許権、著作権その他の権利と抵触するときは、受注者は、その

責任において、必要な措置を講じなくてはなりません。 

２）受注者は、本業務の実施状況を公表しようとするときは、あらかじめ、発注者の承認を受

けなければなりません。 

（10）再委託の取扱い 

１）受注者は、本業務の実施に当たり、その全部を一括して再委託してはなりません。 

２）受注者は、本業務の実施に当たり、その一部について再委託を行う場合は、原則として

あらかじめ技術提案書において、再委託に関する事項（再委託先の住所・名称、再委託先

に委託する業務の範囲、再委託を行うことの合理性及び必要性、再委託先の業務履行能力

並びに報告徴収その他業務管理の方法）について記載しなければなりません。 

３）受注者は、本契約締結後やむを得ない事情により再委託を行う場合には、再委託に関す

る事項を明らかにした上で発注者の承認を受けなければなりません。 

４）発注者は、上記２）及び３）により再委託を行う場合には再委託先から必要な報告を徴

収してください。 

５）再委託先は、上記の「５．秘密の保持」及び「６．個人情報の保護」並びに「７．契約

に基づき受注者が講ずべき措置」に掲げる事項については、受注者と同様の義務を負いま

す。 

６）受注者が再委託先に業務を実施させる場合は、全て受注者の責任において行うものと

し、再委託先の責めに帰すべき事由については、受注者の責めに帰すべき事由とみなし

て、受注者が責任を負うものとします。 

（11）契約内容の変更  

発注者及び受注者は、本業務の更なる質の向上の推進又はその他やむを得ない事由により本

契約の内容を変更しようとする場合は、あらかじめ変更の理由を提出し、それぞれの相手方の

承認を受けるとともに、法第 21条の規定に基づく手続を適切に行わなければなりません。 

（12）契約解除 

当機構は、受注者が次のいずれかに該当するときは、受注者に対し受託費の支払を停止

し、又は契約を解除若しくは変更することができます。この場合、当機構に損害が生じたと

きは、受注者は当機構に生じた損害を賠償する責任を負います。 

また、以下１)～13）の規定により、受注者は当機構に対して、契約金額の100分の10に相当

する金額を違約金として支払わなければなりません。その場合の算定方法については、当機

構の定めるところによります。ただし、同額の超過する増加費用及び損害が発生したとき

は、超過分の請求を妨げるものではありません。また、受注者は、当機構との協議に基づ
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き、本業務の処理が完了するまでの間、責任を持って当該処理を行わなければなりません。  

１） 偽りその他不正の行為により落札者となったとき。（下記９）談合等不正行為の場合を

除く。）  

２） 法第14条第2項第3号又は第15条において準用する第10条（第11号を除く。）の規定によ

り民間競争入札に参加する者に必要な資格の要件を満たさなくなったとき。  

３） 契約に沿った委託業務を実施できなかったとき、又はこれを実施することができないこ

とが明らかになったとき。  

４） ３）に掲げる場合のほか契約において定められた事項について重大な違反があったと

き。  

５） 法令又は契約に基づく報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は検査を拒み、妨げ、

若しくは忌避し、若しくは質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をしたとき。  

６） 法令又は契約に基づく指示（本実施要領に掲げる措置を履行しなかった場合を含む。）

に違反したとき。  

７） 受注者又はその役職員その他委託業務に従事する者が、法令又は契約に違反して、委託

業務の実施に関して知り得た秘密を漏らし又は盗用した場合。  

８） 暴力団員を、業務を統括する者又は従業員としていることが明らかになった場合。  

９） 暴力団員又は暴力団関係者と社会的に非難されるべき関係を有していることが明らかに

なった場合。  

１０） 他から執行保全処分、強制執行、競売処分、租税滞納処分、その他公権力による処分

を受け、若しくは特別清算、会社更生手続、民事再生手続、破産又は私的整理手続を申

し立てられ、又は自らそれらのもの、若しくは再生手続開始の申立てをしたとき。  

１１） 受注者が手形交換所から手形不渡処分を受けたとき。  

１２） 資産状態が悪化し、又はそのおそれがあると認めるに足る相当の理由があるとき。  

１３） 受注者が談合等不正行為に規定したいずれかの事項に該当するものとして機構から不

正行為に係る違約金の請求をうけたとき。  

（13）損害賠償  

受注者は、受注者の故意又は過失により当機構に損害を与えたときは、当機構に対し、そ

の損害について賠償する責任を負います。また、当機構は、契約の解 除及び違約金の徴収を

してもなお損害賠償の請求をすることができます。なお、 当機構から受注者に損害賠償を請

求する場合において、原因を同じくする支払 済の違約金がある場合には、当該違約金は原因

を同じくする損害賠償について、支払済額とみなします。  

（14）業務途中における共同企業体からの脱退 

代表企業及び共同企業体構成員は、本業務を完了する日までは共同企業体から脱退するこ 

とはできません。 

（15）業務途中における共同企業体構成員の破産又は解散に対する処置 

共同企業体構成員のうちいずれかが業務途中において破産又は解散した場合においては、

発注者の承認を得て、残存構成員が共同連帯して当該構成員の分担業務を完了させるものと

します。 

但し、残存構成員のみでは適正な履行の確保が困難なときは、残存構成員全員及びセンタ

ーの承認を得て、新たな構成員を当該共同企業体に加入させ、当該構成員を加えた共同企業

体構成員が共同連帯して破産又は解散した構成員の分担業務を完了させるものとします。 
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（16）談合等不正行為があった場合の違約金等の取扱い 

１）受注者が次に掲げる場合のいずれかに該当したときは、受注者は発注者の請求に基づ

き、契約額（この契約締結後、契約額の変更があった場合には、変更後の契約額）の１０

０分の１０に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内に納付しなければなりま

せん。 

ａ．この契約に関し、受注者が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭

和２２年法律第５４号。以下「独占禁止法」という。）第３条の規定に違反し、又は

契約相手方が構成事業者である事業者団体が同法第８条第１項第１号の規定に違反し

たことにより、公正取引委員会が受注者に対し、同法第７条の２第１項の規定に基づ

く課徴金の納付命令を行い、当該納付命令が確定したとき。 

ｂ．当該契約に関し、受注者（法人にあたっては、その役員又は使用人を含む。）の

刑法（明治40 年法律第45 号）第96 条の３又は私的独占の禁止及び独占禁止法第89

条第１項若しくは第95 条第１項第１号に規定する刑が確定したとき。 

２）受注者が上記１）の違約金を発注者が指定する期間内に支払わないときは、発注者は、

当該期間を経過した日から支払いをする日までの日数に応じ、本利率を乗じて計算した遅

延損害金を受注者より徴収することができます。 

（17）設備更新の際における受注者への措置 

契約期間中に設備が更新される際は、更新機器について受注者に通知するとともに、契約

変更を行う場合があります。  

なお、予定する契約期間においては、受変電設備等の電気設備の更新計画があります。 

（18）業務引継ぎの実施 

業務期間の初日から確実に業務を遂行するため、本実施要項第１章３のとおり業務引継を

実施すること。 

（19）契約の解釈 

本契約に関して疑義が生じた事項については、その都度、受注者と発注者が協議するもの

とします。 

 

 

第９章．受注者が本業務を実施するに当たり第三者に損害を加えた場合において、その損

害の賠償に関し契約により当該受注者が負うべき責任に関する事項 

 

本契約を履行するに当たり、受注者又はその職員その他の本業務に従事する者が、故意又は過失

により、本業務の受益者等の第三者に損害を加えた場合には、次に定めるところによるものとしま

す。 

 

１．発注者が国家賠償法（昭和 22 年法律第 125 号）第１条第１項等に基づき当該第三者に対する

賠償を行ったときは、発注者は当該受注者に対し、当該第三者に支払った損害賠償額（当該損害

の発生について発注者の責めに帰すべき理由が存する場合は、発注者が自ら賠償の責めに任ずべ

き金額を超える部分に限る。）について求償することができます。 

２．当該受注者が民法（明治 29年法律第 89号）第 709条等に基づき当該第三者に対する賠償を行

った場合であって、当該損害の発生について発注者の責めに帰すべき理由が存するときは、当該
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受注者は発注者に対し、当該第三者に支払った損害賠償額のうち自ら賠償の責めに任ずべき金額

を超える部分について求償することができます。 

 

 

第 10章．本業務に係る第７条第８項に規定する評価に関する事項 

 

１．実施状況に関する調査の時期 

総務大臣が行う評価の時期（2028年 6月を予定）を踏まえ、当該業務の実施状況については、

2028年 3月 31日時点における状況を調査するものとします。 

 

２．調査の方法 

発注者は、受注者が実施した管理・運営業務の内容について、その評価が的確に実施されるよう

に、実施状況等の調査を行うものとします。 

 

３．調査項目 

（１）本実施要項第１章５．において本業務の質として設定した項目 

（２）別紙９から１９の内容に本実施要項第１章５．（１）での提案を反映し確定した業務の履

行状況（実施回数、実現状況等） 

 

４．意見徴収等 

当機構は、必要に応じて、本業務従事者から意見の聴取を行うことができるものとします。 

 

５．実施状況等の提出 

発注者は、上記調査項目に関する内容を取りまとめた本事業の実施状況等について、（１）の

評価を行うために 2028年 4月を目途に総務大臣及び監理委員会へ提出するものとします。 

 

 

第 11章．その他本業務の実施に関し必要な事項 

 

１．本業務の監督上の措置等の監理委員会への報告 

発注者は、法第 26条及び第 27条に基づく報告徴収、立入検査、指示等を行った場合には、その都

度、措置の内容及び理由並びに結果の概要を監理委員会へ報告することとします。 

 

２．発注者の監督体制 

本契約に係る監督は、JICA北海道（札幌）所長が、自ら又は補助者に命じて、立会い、指示その他

の適切な方法によって行うものとします。 

本業務の実施状況に係る監督は、上記第８章．２により行うこととします。 なお、実施要項に基

づく民間競争入札手続きに係る監督については、JICA 北海道(札幌)次長兼総務課長を責任者と

します。  

  

３．受注者の主な責務等  
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（１）受注者は、法第54条の規定に該当する場合は、1年以下の懲役又は50万円以下の罰金に

処されます。  

（２）受注者は、法第55条の規定に該当する場合は、30万円以下の罰金に処されることとな

る。なお、法第56条により。法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従

業者が、その法人又は人の業務に関し、法第55条の規定に違反したときは、行為者を罰する

ほか、その法人又は人に対して同条の刑を科します。  

（３）受注者は、会計検査院法（昭和22年法律第73号）第23条第1項第7号に規定する者に該

当することから、会計検査院が必要と認めるときには、同法第25条及び第26条により、同院

の実地の検査を受けたり、同院から直接又は当機構に通じて、資料又は報告等の提出を求め

られたり、質問を受けたりすることがあります。  

 

  



30 

 

 

※別紙の添付順序について 

別紙１    評価項目一覧表 

別紙２    従来の実施状況に関する情報の開示に関する事項 

別紙３    業務委託契約書（案） 

別紙４    技術提案書（様式） 

別紙５    見積金額内訳表（参考） 

別紙６    手続・締切日時一覧 

別紙７    施設利用アンケート 

別紙８    建物簡易見取図（札幌） 

別紙９    総括業務 

別紙９-１   発注者貸与物品リスト 

別紙９-２   発注者負担消耗品リスト 

別紙９-３   防火・防災管理支援業務実施要領 

別紙９-４ 主要イベント・行事等 

別紙１０   フロント業務 

別紙１０-１  会議室等予約受付・管理業務実施要領 

別紙１０-２  研修員利用機器の取扱いについて 

別紙１０-３  フロント貸与物品、フロント販売品リスト 

別紙１０-４  研修員共用施設・施設管理業務実施要領 

別紙１０-５  リフレサッポロ施設利用関連業務 

別紙１０-６  宿泊予約・空室管理実施要領 

別紙１０-７ 共同炊事場利用件数 

別紙１０-８ 宿泊及び外部施設利用に係る現金受取、領収書及び請求書発行件数 

別紙１１   設備管理業務 

別紙１１-１  平面図 非公開 

別紙１１-２  受変電設備一覧表  

別紙１１-３  監視カメラ配置一覧 非公開 

別紙１１-４  施設設備機器一覧表  

別紙１１-５  消防・防火機器等一覧表  

別紙１１-６  空気環境測定・照度測定箇所（現行） 

別紙１１-７  ねずみ・昆虫等の調査及び防除（現行） 

別紙１１-８  フロンガス抑制法に基づく対象機器 

別紙１１-９  保安規程 

別紙１１-１０ 北海道センター（札幌）定期点検保守業務年間計画  

別紙１２ 会議室等設営業務 

別紙１２-１ 音響機器管理業務 

別紙１２-２ 会議室等設営作業の目安時間 

別紙１３ 清掃業務 

別紙１３-１ 床材別清掃面積表 

別紙１３-２ ブラインド清掃面積表 
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別紙１３-３ ガラス清掃面積表 

別紙１３-４ 照明器具一覧表 

別紙１３-５ 清掃作業回数表 

別紙１３-６ 日常清掃・整備標準作業表 

別紙１４ ﾘﾈﾝ類等ｻﾌﾟﾗｲｻｰﾋﾞｽ及びその他備品に係るｸﾘｰﾆﾝｸﾞ業務について 

別紙１５ 警備業務 非公開 

別紙１５-１ 自転車貸出業務実施要領 

別紙１５-２ 監視カメラ配置一覧図 非公開 

別紙１５-３ 異常発生時対応要領  

別紙１６ レストラン運営業務 

別紙１６-１ レストラン運営実施要領 

別紙１６-２ レストラン消耗備品一覧 

別紙１６-３ レストラン厨房備品一覧 

別紙１６-４ 飲料等自動販売機設置・運営実施要領 

別紙１６-５ レストラン業務費用負担区分 

別紙１６-６ 厨房設備機器配置図 

別紙１６-７ レストラン利用者数及び食数実績 

別紙１７ 植栽管理業務 

別紙１８ 情報通信技術（ICT）ヘルプデスク業務 

別紙１８-１ 情報通信技術（ICT）ヘルプデスク業務実施要領 非公開 

別紙１８-２ 情報通信技術（ICT）ヘルプデスク業務対応実績 

別紙１９ 除排雪業務 
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